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は じ め に 
 

 香川大学大学院香川大学・愛媛大学連合法務研究科（以下、「本法科大学院」という。）

は、平成 19 年２月に連合法務研究科自己点検・評価規程及び連合法務研究科自己点検・評

価委員会規程を制定しました。これらの規程は，香川大学大学院学則第３条に基づき、教

育研究水準の向上を図り本法科大学院の目的及び社会的使命を達成することを目的にして、

定めたものです。これらの規程に従って平成 19 年４月に自己点検・評価委員会を組織し、

自己点検・評価委員会が主体になって、６月に本法科大学院の教育研究活動等の状況につ

いて自己点検及び評価を行い、報告書にまとめて本法科大学院のホームページに公表しま

した。 

 この自己点検・評価について、同年５月に次の方に外部評価委員を委嘱しました。 

 宇都宮嘉忠  弁護士（愛媛弁護士会所属） 

 岡田雅夫   国立大学法人岡山大学副学長 

 南 正    弁護士（高知弁護士会所属） 

本法科大学院の活動は、平成 18 年度までは、四国弁護士会連合会法科大学院支援委員会

等と連携して実施する授業参観や意見交換会によって、外部評価を受けるにとどまってい

ました。それに加えて、前掲自己点検・評価規程第４条により、法科大学院の教育に関し

て、広くかつ高い識見を有する大学関係者及び法律実務家を含む学外の有識者により、自

己点検・評価について検証を受けることといたしました。弁護士委員の委嘱については、

四国弁護士会連合会に推薦をお願いしました。 

次いで，７月初めに「自己点検・評価報告書」を外部評価委員に送付し、７月１３日に

外部評価委員による本法科大学院の授業の参観及び施設の見学を実施しました。各委員に

は、自己点検・評価の根拠資料もお読みいただき，９月中旬に外部評価意見書を一旦ご提

出いただきました。さらに、１０月１２日に外部評価委員と本法科大学院の教員との意見交

換会を実施し、その上で外部評価意見書の内容を確定していただきました。 

ここに、その外部評価意見書を公表いたします。 

 今後，外部評価意見書において積極的に評価された点をさらに推進、発展させ、改善が

必要と指摘され必要と認められる点については、本法科大学院の運営会議で改善方策を確

認して、実施していくことといたします。  

 

                 香川大学大学院香川大学・愛媛大学連合法務研究科 

                 研究科長  

                 中 山  充 



外 部 評 価 意 見 書 
 

香川大学大学院 
香川大学・愛媛大学連合法務研究科 
外部評価委員  宇都宮 嘉忠 

  
１ 全般的意見 
 少人数の学生を対象としたきめ細かい学習計画が為されていることが評価さ

れます。演習科目は、１５人以内であり、授業参観で拝見させて頂きましたが、

発表者と質問者にさらに振り分け、活発な討論の場となっています。 
また、小テストをくり返して、具体的な理解度を確認するシステムは、学生

にも好評であり、さらに発展させて欲しいものです。 
 
２ 個別意見 

(１)  基準４－１－１について 

 成績評価については、出来るだけ厳しい評価が望ましい。不可となれば更に

学習するため生徒のためになると思います。 
 

(２)  基準５－１－１について 

 学生による授業評価アンケートは、教える側に対し工夫をうながすものであ

り、今後も多数実施して頂きたい。 
 

(３)  基準８－１－１、８－２－１、８－２－２、８－４－１について 
 教員組織は２０人の専任教員が配置されていることになっているが、各教科

につき、他大学などの教員を特別講師として交流してはどうだろうか。学生も

新鮮であるし、教員も参考になるのではないか。 
 

(４)  基準１０－１－１、１０－２－１について 

 設備的には、必要条件は満たしていると思います。今後も充実して欲しいと

思います。 
 
 
 



 
３ その他 
 ①カリキュラムの構成は、未修者コースの場合、１年次で法律基礎科目を配

当し、理論面の教育を行い、２年次に基幹科目として各演習を行っている。 
  しかし、未修者の場合、１年間理論を教えても、抽象的な側面が多いため、

仮に理解したとしても、記憶に定着することが困難であると思われるので、

出来るだけ具体性をもった授業が必要と考える。この点から、全て２年次に

配点している演習科目のうち、基礎部分の演習を１年次からしてもいいので

はないだろうか。 
 ②また、未修者の場合出来る限り各科目の全体を広く浅く学習し、全体の法

体系を認識した後に、それを深化するという授業方法も検討して頂きたい。 
  商法Ⅰにおいては、商法総論、商行為のほか、手形・小切手の授業内容が

入っており、これをさらに深化するのが商法Ⅲである。このように、各科目

とも前期で全体を学習させ、後期で再度学習するというように演習科目もと

り入れて理解をさせるという方法は無理でしょうか。 
 ③本学が他学部卒・社会人経験者の優先的合格枠を９名設けていることは、

今後も是非継続して頂きたい。統一適性試験による判断力、思考力、分析力、

表現力の評価は、法的思考については妥当するが、国民の求めている法曹と

は、理論的思考のみではなく、相談者、依頼者の人生を見通す幅広い社会経

験、人生経験に裏打ちされた常識のある社会人である必要がある。その意味

で、統一適性試験の結果のみでなく、幅広い社会人の枠を十分活用してもら

いたい。 
 
 

 



外 部 評 価 意 見 書 
 

香川大学大学院 
香川大学・愛媛大学連合法務研究科

外部評価委員  岡田 雅夫  
  

１ 全般的意見 
唯一の連合大学院という、いわば実験的な法科大学院という厳しい環境の下

で、学生に対する配慮はかなり行き届いていると思う。特にＩＴの活用は、今

後他の法科大学院の参考になる可能性をもっている。ただ学生がこれを生かし

切るためには、教員のきめ細かい援助が必要ではないか。 
学生の修学援助については、教員の密度の濃さを生かして、かなり充実して

いると思われるが、すべての教員が六法系ではないし、必ずしも教育経験が豊

富とはいえない実務家教員もいるのであるから、指導教員制についても教員の

組み合わせなどに工夫が必要だと思われる。 
 施設に関しては国立大学法人の法科大学院に共通するが、大変厳しい状況が

あるなか、特に自習室に関する限り大変充実しているといってよい。講義室等

も容量は十分確保されている。ただ国立大学法人としてはやむを得ないことだ

が、それぞれが分散しており、利用しにくい面のあるのは否定できない。また

演習室のなかには必ずしも環境がよいとはいえない部屋もあるように見受けら

れた。 
 全体として、連合大学院という未知の、その意味で困難な環境で、よりよい

教育を実現しようという姿勢は十分受け止めることができた。ここに記した意

見はそのことを踏まえた上で、そのような取り組みを支援する意味を込めての

ものである。 
 
２ 個別意見 

(１)  基準１－１－１について 

 連合大学院としての困難な面を克服するためにＩＴ教育を強力に推進し、講

義の自動収録システムを導入・活用している点は評価できる。 
 



(２)  基準３－２－１について 

 基準が求めている「批判的検討能力」、「創造的思考力」等を育成するための

授業科目の質に応じた適切な方法について、いずれの法科大学院においても試

行錯誤をしてゆかなければならい事柄だと思われるが、たとえば質疑応答を取

り入れるといった個々の教員の努力にとどめることなく、組織的に対応するこ

とを検討する必要があるように思う。 
 高密度の少人数教育、土・日を含め 24時間学習できる自習環境はとても優れ
ていると思う。 

 
(３)  基準７－１－１について 

 学年毎にガイダンスを実施していることは評価できるが、たとえば法学未修

者に対するガイダンスが、各 120 分で済まされている点についてはやや問題が
ありそうである。とりわけ、基本科目について制度上必ずしも適切な年次配当

ができない（たとえば民法を履修しながら商法や、民事訴訟法を履修さざるを

得ない）ことを考えると、ガイダンスの科目や内容あるいは実施時間について

もう少し工夫が必要である。 
 

(４)  基準７－１－２ 

 オフィスアワーは通例教員の研究室で行われるようだが、学生によっては教

員の研究室を訪ねることになお抵抗がある者もおり、必ずしも実質化していな

い実態があるのではないか。自己評価書ではその点が明らかではないが、常に

実態を把握し、改善策を講じる必要がありはしないか。 
 
 
 （５）基準８－１－１ 

 専任教員数は充実している。 
 
 



南　　　　正

修

香川大学大学院
香川大学・愛媛大学連合法務研究科
外部評価委員　　南　　　正








